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イオン㈱２月度連結営業概況

１．連結営業収益の前期比伸び率

　　２月度の連結営業収益は、５，６５６億円、前期比１０６．９％となりました。
   　※月次の数値は、連結財務諸表作成基準での月次決算を実施していないため、管理会計上の数値です。

２．月度トピックス

３．営業概況

４．主な連結各社の月次売上高（取扱高）前期比伸び率一覧
（単位：％）

2015年2月期

売上高 全店 既存店 全店 既存店

イオンリテール㈱　　 97.7 96.4 98.6 97.2
イオン北海道㈱ 99.6 98.6 100.0 99.1
イオン九州㈱　　 97.4 96.2 98.2 96.2
㈱ダイエー 94.9 96.0 94.8 96.5
マックスバリュ北海道㈱ 103.4 103.2 107.0 105.0
マックスバリュ東北㈱　　 99.0 97.5 100.2 98.0
マックスバリュ東海㈱　 102.7 97.3 102.7 99.1
マックスバリュ中部㈱ 106.2 96.7 107.0 98.3

100.0 98.1 101.5 98.3
マックスバリュ九州㈱　　 103.4 99.0 102.4 98.9
ミニストップ㈱ 　　　　　（注１） 96.6 99.8 94.8 96.8
㈱ＣＦＳコーポレーション 103.5 104.3 102.6 103.6
㈱コックス　　 101.8 105.0 100.5 102.1
㈱ジーフット　　 98.1 90.8 105.0 97.9
㈱イオンファンタジー　　 100.9 99.9 93.3 92.0

取扱高 ｶｰﾄﾞｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ ｶｰﾄﾞｷｬｯｼﾝｸﾞ 対象期間 ｶｰﾄﾞｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ ｶｰﾄﾞｷｬｯｼﾝｸﾞ 対象期間

107.5          99.2            2/1～2/28 108.7          101.6          4/1～2/28

注１：ミニストップ㈱は、2013年11月度より既存店売上高前期比の計算方法を、ＰＯＳＡカードの売上を含んだ計算に変更しております。

注２：イオンフィナンシャルサービス㈱の数値は速報値です。

＜ご参考＞
開閉店の状況

当期累計（3/1～2/28）
開店 閉店 開店 閉店 2月末店舗数

ＧＭＳ （総合スーパー） 0 2 18 12 614
Ｓ　Ｍ （スーパーマーケット） 0(0) 6(1) 82(25) 53(5) 2037(658)

※グランドオープン日を開店日としています。

※期末店舗数には、開閉店のほか、業態変更等の数を反映しています。

※(  )内は、持分法適用関連会社の実績です。

イオンの電子マネー「ＷＡＯＮ」の状況

当月末の累計発行枚数： 約４，８２０万枚　月間利用金額： 約１，５３０億円
利用可能箇所： 約２０７,０００箇所
地域貢献「ＷＡＯＮ」（寄付つき）：合計９６種類（のべ４０道府県、３８市町、２０団体)
※地域貢献「ＷＡＯＮ」の詳細については下記URLをご参照ください。

http://www.waon.net/special/region/index.html

 イオンフィナンシャルサービス㈱　（注２）

2月度（2/1～2/28）

　２月１日、事業会社中心の新たなグループ経営体制への変革を目指し、イオン株式会社並びにイオンリテール株式会社、株式会
社ダイエー、イオンモール株式会社は、経営体制の刷新と組織改革を実施しました。当社並びにグループ事業会社は、グループ一
丸となったシナジーを追求するとともに、「お客さま第一」「地域密着経営」「現場主義」を実現するべく、地域や店舗に経営資源を重
点配置し、ＧＭＳ事業改革やＳＭ事業改革等のグループ重点課題を着実に推進してまいります。

　２月２０日、当社と下関市は地域活性化包括的連携協定を締結しました。本協定により、両者は国内外のイオンの店舗網を活用
した下関市産品の地産地消や販路拡大、市政・イベント情報の発信等に共同で取り組みます。協定の第１弾として、４月上旬に「し
ものせき晋作WAON」を発行し、利用金額の一部を同市の「日本の未来を担う人材の育成」の取り組みに寄付します。

　イオンは、訪日外国人旅行客へのショッピングの利便性・快適性のさらなる向上を目指し、全国の総合スーパー「イオン」「ダイ
エー」において免税取扱いを進めています。「春節」期間中には、外国人旅行客に人気の高い菓子類や医薬品、化粧品などをお買
い得価格でご提供したほか、割引クーポンの発行や施設案内表示の多言語化など、各種サービスの拡充を図り、多くの外国人旅
行客の皆さまにご支持いただきました。免税取扱い対応店舗は２０１５年度上期中に５００店舗体制へと拡充してまいります。

　２月度は節分やバレンタインデー等の社会行事関連、並びに新生活関連商品の品揃えや売場を拡充したほか、「お客さま感謝
デー」や「Ｇ.Ｇ感謝デー」の連続開催による販売を強化しました。ＧＭＳ事業では、昨年消費税増税前に需要が高まった住居余暇商
品を中心に売上高が昨年実績を下回りましたが、新入学対応の婦人スーツや就活スーツが好調だった衣料品は堅調に推移しまし
た。また、総合金融事業が、グループ合同販促におけるカードショッピング取扱高やイオン銀行の預金残高が引き続き伸長し、好
調に推移したほか、サービス・専門店事業においても季節商材の販売強化等により堅調に推移しました。

2月度（2/1～2/28） 当期累計（3/1～2/28）

マックスバリュ西日本㈱

2015年3月23日

　　　　　　イオン株式会社
　　　　　　取締役兼代表執行役社長

　　（コード番号８２６７        東証第一部）
　　　　　　問合せ先 執行役経営企画担当

（電話番号　043-212-6042）


